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一般社団法人 日本経済団体連合会 

産業政策本部長 上 田 正 尚 

 

経団連規制改革要望の取りまとめに関する見直しについて 

 

 拝啓 益々ご清祥のことと存じ上げます。 

平素より規制改革要望の調査にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、同送の「規制改革提言に向けたアンケート調査へのご協力方お願い」

のとおり、経団連は本年３月の提言において、規制改革要望の取りまとめ方法

の変更を表明いたしました。本年度より、会員企業・団体や国民が経済社会の

活性化を広く実感できるよう、規制改革の実現可能性を高めるべく、重点テー

マを設定し、その範囲で会員企業・団体の皆様から広くお寄せいただきました

ご提案やご要望を基に、行政改革委員会にて提言に取りまとめてまいります。 

団体会員の皆様におかれましては、ご案内のアンケート調査に関する一連の

変更にあわせて、提言の効果を高めていく観点から、弊会との役割分担にご協

力をお願いいたしたく存じます。行政当局との意見交換において、同じ要望を

複数団体から提出することによる数の効果については、前向きな回答が乏しい

状況でございます。そこで、誠に恐縮ながら、要望の実現による受益が各業界

の範囲に止まるものについては、極力、各団体において「規制改革ホットライ

ン」等を通じて政府にご提出いただきますよう、お願い申し上げます。 

従来の方式から大幅な変更となりますが、規制改革の実現に向けて、効果的

な要望の在り方を引き続き検討してまいりますので、ご協力の程、何卒宜しく

お願い申し上げます。 

敬 具 

 

【本件お問い合わせ先】 

経団連 行政改革推進委員会担当 工藤、大橋 

email：rrq@keidanren.or.jp Tel：03-6741-0610（工藤）, -0791（大橋） 
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